
日本と欧州は、地理的にはユーラシア大陸
の両端に位置しているが、民主主義、人権、
法の支配などの基本的価値を共有し、国際社
会の安定と繁栄に向けて共に主導的な役割を
果たすパートナーである。また、欧州は、世
界の国内総生産（GDP）の約30％を占めて
いる。このような欧州との関係強化は、経
済・金融の諸問題のみならず、気候変動、テ
ロ、大量破壊兵器の拡散などの地球規模課題
に効果的に対応していく上で極めて重要であ
る。特に、G8メンバーであり、国連安保理
常任理事国でもある英国及びフランスに加え
G8メンバーであるドイツ及びイタリアは国
際政治・経済上大きな影響力を有しており、
これらの諸国との緊密な連携は、日本の外交
政策を推進する上で不可欠と言える。伝統的
に良好な北欧・南欧諸国との関係、さらに、
近年の欧州連合（EU）やユーロへの加盟に
よって安定的な経済成長を目指す東欧バルト
諸国との関係を含め、日本は欧州諸国と多面
的な友好協力関係を築いてきた。

現在27加盟国となったEUは、2009年12
月に基本条約の改正条約であるリスボン条約
が発効したことにより、政治統合を一段と深
め、域内・域外の新たな課題に迅速に対応す
る体制を整えた。さらに、2010年12月には
EUの対外関係を一元的に担当する欧州対外

活動庁が始動し、国際社会における発言力の
更なる増大が見込まれている。このように国
際社会での存在感を高めるEUとの連携は今
後更に重要となってきたことから、日本は
EUと様々なレベルで政治対話を進めている。
また、日本経済の成長の観点からも、米国を
上回る規模の単一市場を持つEUは重要な
パートナーであり、日・EU経済連携協定

（EPA）締結交渉開始に向けた調整を含め、
一層の経済連携を進めていく方針である。

欧州・北米の28か国が加盟する北大西洋
条約機構（NATO）は、冷戦終結以来、そ
の役割を模索してきたが、域外における展
開、とりわけアフガニスタンにおける国際治
安 支 援 部 隊（ISAF） や 地 方 復 興 チ ー ム

（PRT）などの活動を通じて、テロとの闘い、
治安支援に加え復興・開発分野にも活動領域
を広げてきた。こうした流れの中で、21世
紀の安全保障環境における新たな課題に効果
的に対処するために、2010年11月に11年ぶ
りとなる新戦略概念を採択し、その役割を再
定義した。日本とNATOは基本的価値を共
有するパートナーとして、国際社会の平和と
安定のために協力を進めており、特に、
PRTが実施する人道活動における連携など、
アフガニスタン復興支援における具体的協力
を進展させている。
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1　欧州情勢

（1）欧州連合（EU）

各　論

EUは、27の加盟国、人口約5億人、GDP
約16兆4,470億米ドル規模の世界最大の共通
市場（日本の3.2倍、米国の1.2倍）を擁し、
経済・通貨統合を進めるのみならず、共通外
交・安全保障政策、警察・刑事司法協力など
の幅広い分野での協力強化を目指す政治・経
済統合体である。通商分野では、EU域外国
に対する関税率の交渉・決定の権限など国家
主権の一部をEUに委譲する形で、EU域外
に対する統一的な通商政策を実施する世界最
大の単一市場を形成している。また、その他
の分野についても、加盟国の権限を前提とし
つつ、最大限EUとしての共通の立場をとる
ことに努めている。

近年、EUの急速な拡大と、テロ、気候変
動問題といった新たな課題への対応が必要と
なったため、EUの基本条約改定を望む声が
上がり、2009年12月に改定条約であるリス
ボン条約が発効した。欧州理事会（EUの首
脳会議）の常任議長（同条約の発効に伴って
新設）にはファン＝ロンパイ元ベルギー首相
が、EUの外相に相当する外務・安全保障政
策上級代表にはアシュトン前貿易担当欧州委
員がそれぞれ任命され、2010年2月にはリス
ボン条約体制下で新しい欧州委員会が発足し
た。また、12月にはEUの外務省に相当する
対外活動庁が始動し、今後、国際社会におけ
るEUの発言力が更に強まっていくと見られ

EUの深化と拡大

（注）1952年に欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）が（パリ条約）、1958年に欧州経済共同体（EEC）及び欧州原子力共同体（EURATOM）が（ローマ条約）、
いずれも６か国を加盟国として設立された。1967年にはこれら三つの共同体の機関が統合された（ブリュッセル条約）。

年

マーストリヒト条約ローマ条約 アムステルダム条約 ニース条約 リスボン条約

統
合
の
深
化

EUの拡大

柱
構
造
は
消
滅（
Ｅ
Ｃ
は
消
滅
）

第2の柱 ●共通外交・安全保障政策（CFSP）
●欧州安全保障・防衛政策（ESDP）EU

●警察・刑事司法協力（アムステルダム条約以降）
●司法・内務協力

第3の柱
EU

EC
第1の柱 ●単一市場

　・関税同盟   　　・共通通商政策
　・域内市場統合　 ・共通農業政策

●経済・通貨統合
　・欧州中央銀行（ECB）による金融政策
　・単一通貨ユーロ（1999年導入・2002年1月流通）

1973
英国、
アイルランド、
デンマーク

1981
ギリシャ

1986
スペイン、
ポルトガル

オーストリア、
スウェーデン、
フィンランド

ポーランド、
チェコ、
ハンガリー、
エストニア、
ラトビア、
リトアニア、
マルタ、キプロス、
スロバキア、
スロベニア

ブルガリア、
ルーマニア

EU（欧州連合）EC（欧州共同体）

1958
ドイツ、
フランス、
イタリア、
ベルギー、
オランダ、
ルクセンブルク（注）

19951993 1999 2009200720042003

Ｅ
Ｕ
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る。また、EUの拡大については、6月にア
イスランド、12月にモンテネグロにそれぞ
れ加盟候補国の地位が付与された。

EUは、軍事、非軍事の両面において欧州
安全保障防衛政策（CSDP）ミッションを各
地に派遣し、国際社会の平和と安定のための
取組を積極的に主導している。例えば、アフ
ガニスタンにおける持続的な文民警察制度の
確立への貢献を目的として、2007年6月から
3年間の任期で展開されているEUアフガニ
スタン警察ミッション（EUPOL）に関し、
2010年5月に更に3年間の任期延長が決定さ
れ、 現 在、EU加 盟 国 及 び 第 三 国 か ら
EUPOLに派遣された300人以上の警察官、
文民などを、EUPOL要員としてアフガニス
タン中央及び地方政府に派遣している。ま
た、ソマリア沖での海賊対策として、2008
年12月から展開しているEU海軍作戦（EU 
NAVFOR）は、2010年12月に更に2年間任
期延長し、引き続き国連世界食糧計画（WFP）
の契約船舶などの護衛に当たっている。

EU経済は、好調な外需に支えられて緩や
かに回復し、2010年の実質GDP成長率はEU
で1.8％、ユーロ圏で1.7％となったが、回復
の速度は各国間でばらつきが見られた。失業
率は引き続き高止まりしており、EUでは
9.6％、ユーロ圏では10.1％となった。

しかし、2010年は、その一方で、一部の
EU加盟国の財政問題や、EU域内の経済不
均衡が表面化した年でもあった。2009年10
月、ギリシャにおける政権交代の結果、新政
権が、前政権下の財政収支統計の不備を指摘
したことを受け、ギリシャの財政状況の悪化
が表面化することとなった 1。これを受け、

格付け会社が相次いでギリシャ国債の格付け
の引下げを行い、債務不履行の不安からギリ
シャ国債が暴落したことなどをきっかけに、
欧州金融市場が不安定化したため、EU及び
国際通貨基金（IMF）がギリシャに対する救
済策を講じた。また、スペインやポルトガル
といった財政赤字を抱える国へ波及すること
への懸念が高まったことから、これを阻止す
るための総額7,500億ユーロの支援枠組みが
創設された他、安定・成長協定 2の見直し・
強化や域内不均衡是正が欧州委員会を中心に
集中的に議論された。

また、7月にはEU内の金融機関を対象に
ストレステスト（金融機関の経営体力を
チェックするもの）の結果が公表されたが、
算出基準の適否の問題などにより、市場の不
安を払拭するには至っていない。11月末に
は、金融機関救済のために大幅な財政赤字に
陥ったアイルランドに対し、EU・IMFなど
による850億ユーロの支援が決定された。さ
らに、12月の欧州理事会では、ユーロ加盟
国による恒久的な危機対応メカニズム（欧州
安定化メカニズム：ESM）を設立するため
のリスボン条約の改正案が合意され、EU関
連機関への諮問の後、加盟国の国内承認手続
を経て、2013年の施行が見込まれている。

さらに、各ユーロ加盟国も財政再建に向け
た政策を打ち出し、公共事業の凍結などによ
る歳出削減や増税などにより、2012年から
2014年までに財政赤字対GDP比を安定・成
長協定の定める3％にまで引下げることを目
標とする抜本的財政再建策を打ち出し、市場
の信認の回復を図っている。今後は、各国の
財政再建策による景気の収縮、金融システム

1	 ギリシャの財政赤字は、GDP の 4% 程度と発表されていたが、実際は 14% 近くに膨らんでいた。
2	 安定・成長協定（Stability and Growth Pact）は、1997 年に採択された、欧州連合の経済通貨同盟を促進、維持していくための財政政策の運営に

関する合意。ユーロ導入国が実際に満たすべきとされている基準は、単年度財政赤字が GDP の 3％以下、政府債務残高が GDP 比 60％以下となっ
ている。
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の安定、より中長期的には構造的な経済不均
衡への対処が焦点となるであろう。

日本との関係では、4月に東京で、鳩山総
理大臣とファン＝ロンパイ欧州理事会議長及
びバローゾ欧州委員会委員長との間で第19
回日・EU定期首脳協議が開催された。同協
議では、2010年を日・EU関係が新たな出発
を迎える年と位置付け、新時代にふさわしい
具体的で行動志向な日・EU関係を構築して
いくことで一致するとともに、日・EU政治
経済関係の強化策を検討するための「合同ハ
イレベルグループ」の設置を決定した。ま
た、10月のASEM第8回首脳会合（於：ベ
ルギー）及びG20ソウル・サミットの際に
は、菅総理大臣が日・EU首脳協議を行い、

「合同ハイレベルグループ」の進捗状況につ
いて確認し、日EU・EPAを含む日・EU関
係強化のための方法について有意義な意見交
換を行った。

2011年1月には、EUがユーロ圏経済の安
定のために設立した欧州金融安定基金が発効
した債権50億ユーロの20％以上を日本政府
が購入した他、同年1月には日・EU間の刑
事共助を一層円滑に実施するための日・EU
刑事共助協定が発効するなど、様々な分野に
おいて、日・EU間での協力が進められてい
る。

5月6日の総選挙の結果発足した保守党と
自民党による戦後初の連立政権は、キャメロ
ン首相の指揮の下、発足直後から、国家安全
保障会議の創設、議会任期の固定化法案の提
出、緊急予算の発表など、堅実な政権運営を
進めた。キャメロン政権は、内政面では財政
赤字削減を最優先課題に掲げ、10月には歳
出見直しを発表し、緊縮財政を推し進めてい
る。キャメロン首相は、2015年5月の任期満
了まで職務を全うするとの意向を表明してお
り、連立政権内の政策の違いから生じる対立
を回避し、安定した政権運営を行えるか、
キャメロン首相の政治手腕が注目される。経
済面では、英国経済は概ね回復基調にあると
見られているものの、歳出削減が経済・雇用

に与える悪影響が懸念される。
外交面では、英国は、国連安保理常任理事

国としての地位、米国との伝統的に強固な関
係、NATOの主要国としての地位、欧州で

日・EU首脳会議に臨むファン=ロンパイ欧州理事会議長（左）、菅総理
大臣（中央）、バローゾ欧州委員会委員長（右）（11月12日、韓国・ソ
ウル　写真提供：内閣広報室）

（2）英国

日英外相会談に臨む前原外務大臣（左）とヘーグ英国外相（9月24日、
米国・ニューヨーク）
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2010年に就任から3年を迎えたサルコジ大
統領は、同年3月の州議会選挙で与党国民運
動連合（UMP）が社会党に敗北すると、国
民の支持率の低迷が顕著となった。しかし､
内政面では、同年11月、相次ぐデモ発生に
も関わらず、老齢年金改革法を強い信念の下
に成立させるとともに､ 雇用に寄与する成長
と財政規律の両立を目指すために、経済の競
争力強化や行財政改革のための諸施策を実施
した。また、2012年の大統領選挙が近づい
ていることもにらみ、老齢年金改革法の成立
後、自らの政権基盤の強化を図るために内閣
改造を行い、ドゴール派重鎮であるジュッペ
元首相を国防相に迎えた。

外交面では、サルコジ大統領は、EU強化
を目指す一方で、中国、インド、ブラジルと
いった新興国との関係を重視しながら、国際
社会におけるフランスの立場・利益の強化を
目指す実利主義的な外交を引き続き推進して
いる。特に、11月の胡

こ

錦
きん

濤
とう

中国国家主席の
訪仏、12月のサルコジ大統領の訪印の機会
には､ 中印それぞれとの間で、航空や原子力
の分野で大型の商業契約を成立させた。

日本との関係では、首脳級及び閣僚級によ

る日仏間の政治対話が進んだ。経済関係では、
自動車や原子力分野などにおける日仏企業提
携・協力が進展している。また、文化関係で
は、日本のポップカルチャーがフランスの若
年層を中心に引き続き高い関心を集めている
他、地方自治体間の交流も進んでいる。

（3）フランス

の主導的役割を基軸としつつ、英国経済の立
て直しに外交を活用するとの観点から、伝統
的に強固な北米・欧州諸国との関係のみなら
ず、新興経済国などとの関係強化を柱の1つ
に掲げている。外交・安全保障分野では、ア
フガニスタンに対する支援に最も重点を置い
ている。また、2010年11月にはフランスと
の国防・安全保障分野の協力強化を発表し
た。

日英関係は引き続き良好に推移し、両国間

の政治対話・協議が活発に行われた。7月に
は、就任間もないヘーグ外相が訪日し、日英
外相会談を行った。ヘーグ外相は、日本での
演説において、日本を「アジアにおける最も
緊密なパートナー」と位置付け、今後も日本
との関係強化を重視していくことを明らかに
した。経済面では、英国は、日系企業の活発
な活動は英国に貢献するものとして歓迎する
とともに、対日輸出・投資拡大策に積極的に
取り組んでいる。

日・フランス首脳会談共同記者会見での菅総理大臣（右）とフィヨン・
フランス首相（7月16日、東京　写真提供：内閣広報室）
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第4次ベルルスコーニ政権（2008年発足）
は、9月に、政権が取り組むべき5つの課題
についてベルルスコーニ首相が演説を行い、
これに対して上下両院が信任を与えて同首相
の政権運営は安定するかに見えたが、与党第
一党の自由国民党内でフィーニ下院議長率い
る少数派が首相に辞任を要求するなど、政局
は緊迫化した。これを受けて12月14日、両
院において改めて政権に対する信任・不信任
動議が決議にかけられた結果、両院は再び政
権に信任を与える運びとなったが、当面は、
不安定な政権運営が見込まれている。

日本からは3月に、皇太子殿下がローマに
お立寄りになり、ナポリターノ大統領と懇談
されるなど、幅広い分野での交流が行われ
た。また2009年に首脳間で合意されたラク
イラ地震復興支援のための体育館兼避難所及
びコンサートホール建設が進められていると

ともに、アフガニスタンでの警察支援におい
て日伊間での協力が具体化するなど、協力関
係が強化されている。

（5）イタリア

2009年9月に行われた連邦議会選挙におい
て第1党の座を得たキリスト教民主・社会同
盟（CDU/CSU）と、自由民主党（FDP）か
ら成る中道右派の連立政権は、2010年5月に
行われたノルトライン＝ヴェストファーレン
州議会選挙の結果、上院に当たる連邦参議院
の多数を喪失した。同じく5月には、ケー
ラー大統領が連邦軍の海外派遣を巡る自らの
発言に関連して辞任し、7月、新たにヴル
フ・ニーダーザクセン州首相が大統領に就任
した。これらの変化はあるものの、現政権は

総じて安定した政権運営を行っている。
日本とドイツは、基本的価値を共有する

パートナーとして、引き続き緊密に連携して
いる。2010年には両国間で首脳級及び閣僚
級の会談が頻繁に行われた。

2011年は1861年の日・プロイセン修好通
商条約締結から150周年に当たり、「日独交
流150周年」として、両国で様々な記念行事
が行われる予定である。交流年の名誉総裁に
は、皇太子殿下がヴルフ大統領とともに御就
任になった。

ナポリターノ・イタリア大統領（左）を表敬になる皇太子殿下（右）（3
月14日、イタリア　写真提供：PANA）

（4）ドイツ
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（6）G8各国を除く欧州地域

G8各国を除く欧州各国の情勢と日本との
関係

2010年も、日本と欧州各国は、相互の活
発な要人往来や協議を通じて、二国間関係の
みならず、国際社会の様々な課題についても
緊密な協力を進めている。

南欧では、スペインとの間で政治、経済、
科学技術など多岐にわたる分野での二国間関
係の発展に向け、9月、サパテロ首相が2004
年の政権発足以来初めて、スペイン首相とし
ても13年ぶりに訪日した。首脳会談では、
両首脳立会いの下、2008年に署名された日・
スペイン社会保障協定の発効に関する公文の
交換及び日・スペイン科学技術協力協定の署
名が行われた。ポルトガルとの間では、2010
年に日・ポルトガル修好通商条約の締結から
150周年を迎えたことを受け、ポルトガル海
軍の練習帆船「サグレス号」の日本各地への
寄港と自衛隊練習艦隊のリスボン寄港、記念
切手の同時発売など、1年を通じて両国で文
化事業を中心とした記念行事が行われた。

北欧地域は、GDP比に占める輸出の割合
が大きく、経済・金融危機の影響を受けた
が、順調に回復を見せた。

バルト諸国については、ラトビア及びリト
アニアでは前年に引き続き経済回復に向けた
努力を継続している。リトアニアについて
は、日本との間で2007年から、リトアニア
主導のアフガニスタン・チャゲチャラン
PRT（地方復興チーム）における協力が行
われている。11月には、アジュバリス外相
が訪日し、前原外務大臣との間で、アフガニ

スタンにおける協力を中心に会談が行われ
た。一方、マクロ経済、財政規律ともに良好
なエストニアは、12月に経済協力開発機構

（OECD）、2011年1月にユーロへの加盟を果
たした。

中・東欧地域は、経済・金融危機の影響に
よる経済停滞から、徐々に脱却の兆しをみ
せ、概ね安定した政策運営が行われている。
キプロスでは、ギリシャ系及びトルコ系キプ
ロス代表による再統一に向けた交渉が国際連
合の仲介の下で継続された 3。しかし、ギリ

ア

日・アイスランド外相会談での前原外務大臣（左）とスカルプヘイジン
ソン・アイスランド外務貿易相（11月17日、東京）

3	 キプロスは 1960 年に英国から独立。独立直後からギリシャ系住民とトルコ系住民の間で対立や衝突が激化し、1974 年のトルコ軍侵攻以降現在に
至るまで、北（トルコ系）と南（ギリシャ系）に分断されている。トルコ系は「北キプロス・トルコ共和国」（Turkish Republic of Northern 
Cyprus）として 1983 年に独立を宣言した（トルコのみが承認）。

円借款供与の公換公文署名式に立ち会う日・ルーマニア両首脳（鳩山総
理大臣は奥右側）（3月10日、東京　写真提供：内閣広報室）

90

第２章 地域別に見た外交



シャでは、2009年秋以降拡大した財政不安
への対策として政府が進める緊縮財政策に反
発するデモやストライキが頻発し、5月には
アテネで発生した大規模デモの結果、一般市
民3名が死亡する事態へ発展した。また、ベ
ラルーシでは、12月の大統領選挙で現職の
ルカシェンコ氏が4選を果たしたが、投票後
の野党集会において治安部隊との衝突が生
じ、大統領候補者を含む数百人が拘束される
事態に至った。スイスとは6月に、日・スイ
スEPA発効後の最初の小委員会として、経
済関係の緊密化に関する小委員会を東京にお
いて実施した。

西バルカンでは、ボスニア・ヘルツェゴビ
ナなど一部の地域で民族問題の解決が課題と
なっているものの、平穏な情勢が維持されて
おり、各国ともEU加盟に向けた改革に取り
組むなど、全体として安定と発展に向けた進
展を見せている。特に、EUからは、前年の
セルビア、モンテネグロ、マケドニアに続
き、2010年12月には、アルバニア及びボス
ニア・ヘルツェゴビナからEU加盟国への短
期の入国査証免除が適用されるなど、EUに
よる西バルカン諸国との交流促進努力の成果
が見られた。また、10月にはボスニア・ヘ
ルツェゴビナにおいて、12月にはコソボに
おいて議会選挙などが平和的に実施されるな
ど、民主化が進展した。

上記のような二国間関係の進展に加え、欧
州諸国と日本との関係では、2009年の「日

本・ドナウ交流年2009」、「日本・ポーラン
ド国交樹立90周年」、「日・ギリシャ修好110
周年」などの周年事業による活発な交流事業
実施の効果もあり、各国との間の友好関係及
び相互理解が更に促進された。また、2011
年は、「日独交流150周年」や「日本バルト
三国新たな外交関係開設20周年」といった
周年事業が予定されている。

ヴィシェグラード4か国（V4）、GUAMと
の協力

日本は、ヴィシェグラード4か国 4との間
で、外相レベルでの会合や双方の関心分野に
おけるセミナーの開催などを通じ、対話と協
力を進めてきた。2月には東京で「V4+日本」
政策対話が行われた他、4月にはV4諸国側
が主導した開発協力セミナーが開催されるな
ど、日本とV4の関係が一層深化している。
その後も11月に省エネルギー・セミナーが、
12月に政策対話が、共にブラチスラバ（ス
ロバキア）で開催されるなど、積極的な協力
が進められている。

また、日本はGUAM5地域の民主化と市場
経済化を支援するため、「GUAM＋日本」の
枠組みによるワークショップの開催などを通
じ、対話と協力を進めている。GUAMは特
に観光分野において、日本からの支援を生か
し、積極的な誘致活動を実施しており、日本
の支援は着実に成果を上げている。

イ

4	 チェコ、ハンガリー、ポーランド、スロバキアで構成される地域協力の枠組み。1991 年に設立合意会合が開かれたハンガリー北部の地名に由来
している。

5	 グルジア、ウクライナ、アゼルバイジャン、モルドバの 4 か国からなる、各国の民主化、市場経済化を目指した地域国際機構。2006 年 5 月、「民
主主義と経済発展のための機構− GUAM」として創設された。
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主な動き（各国別）

エストニア

ベラルーシ

ウクライナ

モルドバ

ラトビア

リトアニア

スロバキア
ハンガリー

セルビア

ブルガリア

ルーマニア

キプロス

アルバニア マケドニア
旧ユーゴスラビア共和国

ギリシャ

マルタ

コソボ

モンテネグロ

ボスニア・
ヘルツェゴビナ

クロアチア

スロベニア

イタリア

スペイン

ポルトガル

スイス

アンドラ サンマリノ
バチカン

オーストリア
ルクセンブルク

ベルギー
フランス

ドイツ
チェコ

ポーランド

オランダ
デンマーク

ノルウェー

アイスランド

英国

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

アイスランド ・スカルプヘイジンソン外相の訪日（2010年11月）

ウクライナ ・大統領選挙でヤヌコーヴィチ氏が当選し、政権交代により議会多数派とのねじれが解消（2010年2月）

英国 ・総選挙で保守党と自民党による連立政権発足（2010年5月）　・日英首脳会談（於：カナダ）（2010年6月）　・ヘーグ外相の訪日（2010年7月）

エストニア ・初の日本の常駐大使を任命（2010年1月）　・OECDに加盟（2010年12月）
・ユーロへ加盟（2011年1月）　・アンシプ首相の訪日（2011年2月）

オーストリア ・現職のフィッシャー大統領が80％の得票率で再選（2010年4月）

オランダ ・総選挙の結果を受け、自由民主国民党党首のルッテ首相率いる戦後初の少数連立政権が発足（2010年6月）

キプロス ・ギリシャ系及びトルコ系キプロス代表による再統一に向けた交渉が国連仲介の下で継続

ギリシャ ・2009年秋以降拡大した財政不安への対策として政府が進める緊縮財政策に反発するデモやストライキが頻発
・アテネで発生した大規模デモの結果、一般市民3名が死亡（2010年5月）

クロアチア ・ヤンドロコビッチ外務・欧州統合相の訪日（2010年9月）
・大統領選挙の結果、社会民主党（野党第一党）のヨシポビッチ氏が第3代大統領に就任（2010年2月）

コソボ ・議会選挙が平和的に実施される（2010年12月）

スイス ・日・スイスEPA発効後の最初の小委員会を東京で実施（2010年6月）
・伴野外務副大臣の訪問（2010年11月）

スウェーデン ・ヴィクトリア皇太子殿下御結婚式、皇太子殿下が御参列（2010年6月）
・総選挙の結果を受け、ラインフェルト首相の続投が決定（2010年9月）

スペイン ・国際交流基金のマドリード事務所開設（2010年4月）
・サパテロ首相が訪日、日・スペイン社会保障協定の発効（2008年署名）に関する公文の交換及び科学技術協定の署名（2010年9月）

スロバキア ・国会総選挙の結果を受け、スロバキア民主キリスト教同盟のラディチョヴァー首相率いる中道右派4党連立政権が発足（2010年7月）

チェコ ・下院選挙の結果を受け、市民民主党党首のネチャス首相率いる中道右派3党連立政権が発足（2010年7月）

デンマーク ・ラスムセン首相の訪日（2010年3月）（鳩山総理大臣と3度目の首脳会談）

ドイツ ・ヴェスターヴェレ外相兼副首相の訪日（2010年1月）　・日独外相会談（於：カナダ）（2010年3月）　・日独首脳会談（於：カナダ）（2010年6月）
・前大統領の任期途中の辞職を受け実施された大統領選挙により、ヴルフ大統領が就任（2010年7月）
・岡田外務大臣の訪独（2010年9月）　・日独首脳会談（於：ベルギー）（2010年10月）

ノルウェー ・日・ノルウェー外相会談（於：ニューヨーク）（2010年9月）

ハンガリー ・総選挙でフィデス（中道右派）が3分の2以上の議席を単独で獲得し、左派政権に代わる8年ぶりの政権交代を実現（2010年4月）

フィンランド ・高円宮妃殿下が公式に御訪問（2010年7月）

フランス ・クシュネール外相の訪日（2010年3月）　・日仏首脳会談（於：ワシントン）（2010年4月）
・フィヨン首相の訪日（2010年7月）　・日仏首脳会談（於：ブリュッセル）（2010年10月）

ベラルーシ ・大統領選挙で現職のルカシェンコ氏が4選を果たすものの、投票後の野党集会において治安部隊との衝突が発生し、大統領候補者を含む数百人が拘束される事
態に（2010年12月）

ベルギー ・レテルメ首相の訪日（2010年4月）
・レテルメ首相所属の最大与党が総選挙で大敗（2010年6月）、連立の枠組みを巡り、組閣は実現せず。

ポーランド ・前大統領の逝去を受け実施された大統領選挙によりコモロフスキ大統領が就任（2010年7月）
・日・ポーランド外相会談（於：ニューヨーク）（2010年9月）

ボスニア・
ヘルツェゴビナ

・議会選挙が平和的に実施される（2010年10月）

ポルトガル ・伴野外務副大臣の訪問（2010年11月） 　・カヴァコ・シルヴァ大統領が再選（2011年1月）

モナコ ・常陸宮同妃両殿下が公式に御訪問（2010年7月）　・生物多様性条約第10回締約国会議の機会に、アルベール2世モナコ公殿下が訪日（2010年10月）

モルドバ ・議会選挙が行われ、欧州統合志向の連立与党が政権を維持（2010年11月）

ラトビア ・総選挙実施、ドンブロウスキス内閣の続投が決定（2010年10月）

ルクセンブルク ・ユンカー首相の訪日（2010年5月）

ルーマニア ・バセスク大統領の訪日（2010年3月）
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（2）欧州安全保障協力機構（OSCE）との協力

OSCEは、北米、欧州、中央アジアの56
か国が加盟する世界最大の地域安全保障機構
であり、日本は1992年から「協力のための
パートナー」として関与している。2010年
12月には、11年ぶりにアスタナ（カザフス
タン）で首脳会合が開催された。同首脳会合
では、欧州安全保障情勢やOSCEの今後の役
割に関して加盟国などの各国代表が演説を
行った他、「アスタナ宣言」が採択され、

OSCEの活動の諸原則やパートナー国との連
携強化に関して一致した。日本からは伴野外
務副大臣が参加して演説を行い、北朝鮮の拉

ら

致
ち

問題・核・弾道ミサイル、韓国に対する砲
撃及び中国の透明性を欠いた国防力の強化な
どに言及し、東アジアの安全保障環境に対す
る参加国の理解を求めた。また、パートナー
国として、今後もOSCEとの連携を深める旨
を表明した。

NATOは冷戦後の安全保障環境が変容す
る中で、国際的な平和と安定のための取組を
強化し、アフガニスタンにおけるISAFやソ
マリア沖での海賊対策など、域外での展開に
力を入れている。11月にリスボン（ポルト
ガル）で開催された首脳会合では、国際テ
ロ、サイバー攻撃を始めとする21世紀の安
全保障環境上の新たな課題に効果的に対処す
るため、1999年以来11年ぶりに新たな戦略
概念（「新戦略概念」）が採択され、NATOの
役割を再定義した。

日本とNATOは、基本的価値及びグロー
バルな安全保障上の課題の解決に向けた責任
を共有するパートナーであり、具体的な協力
を着実に進展させている。

ア フ ガ ニ ス タ ン で は、2007年 以 来、
NATOのPRTと連携しつつ、日本が草の
根・人間の安全保障無償資金協力を通じて非
政府組織（NGO）などを支援する枠組みに
より、16のPRTと連携し、100事業（2010

年12月現在）が実施されている。また、日
本は、NATOのアフガニスタン国軍（ANA）
信託基金を通じ、アフガニスタンの治安維持
を担うアフガニスタン国軍の医療に関する活
動も支援している。11月の首脳会合の際に
行われたアフガニスタン会合には、伴野外務
副大臣が出席し、アフガニスタンの安定復興
に関する日本の考え方を各国に説明した。

また、他の地域についても、ソマリア沖な
どの海賊対策のため日本が派遣している海上
自衛隊は、NATO及びEUを含む他国艦艇に
対し、情報の提供などの協力を行い、海賊行
為の防止に貢献している。さらに、日本は、
タジキスタンにおける不発弾処理プロジェク
トの立ち上げに向け、NATO平和のための
パートナーシップ（PfP）信託基金に拠出す
るなど、NATOとの連携を深めている。日
本は、引き続きNATOとの協力を一層強化
していく考えである。

2　欧州地域機関との協力

（1）北大西洋条約機構（NATO）との協力
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（3）欧州評議会（CoE）との協力

CoEは、民主主義、人権、「法の支配」な
どの分野における国際社会の規準づくりに重
要な役割を果たす、47か国が加盟する欧州
の地域国際機関であり、東欧や中央アジア・
コーカサス諸国などで民主化支援事業などを
実施している。日本は、アジアで唯一のオブ

ザーバー国として、様々な会合に積極的に参
加した。また、10月にクロアチアにおいて
開催された南東欧地域やコーカサス地域の
国々における政治、経済、文化分野の次世代
指導者育成を目的とする政治研究スクールに
対する支援も行った。

欧州の主要な枠組み

OSCE協力のためのパートナー（12）

●協力のための地中海パートナー
　モロッコ  エジプト   アルジェリア
　ヨルダン  イスラエル  チュニジア

EU（27）

CIS（11）

EFTA（4）

メキシコ

リヒテンシュタイン

サンマリノ　アンドラ　モナコ

ノルウェー
アイスランド○ スイス

トルコ○
クロアチア○
アルバニア

スロベニア☆
フランス☆
ドイツ☆
ベルギー☆
オランダ☆
ルクセンブルク☆
イタリア☆
ギリシャ☆
スペイン☆
ポルトガル☆
スロバキア☆
エストニア☆

リトアニア
ラトビア
英国
チェコ
ハンガリー
ポーランド
デンマーク
ブルガリア
ルーマニア

アイルランド☆
オーストリア☆
フィンランド☆
マルタ☆
キプロス☆

スウェーデン セルビア
マケドニア○

ボスニア・ヘルツェゴビナ
モンテネグロ○

グルジア※2

ロシア
アルメニア

ベラルーシ
カザフスタン
キルギス
タジキスタン
ウズベキスタン

ウクライナ
アゼルバイジャン
モルドバ

トルクメニスタン※1

バチカン

米国
カナダ

（ ）内は参加国数

OSCE（56）

EEA（30）

NATO
（28）

CoE（47）

CoEオブザーバー
（5）

〈凡例〉
○：EU加盟候補国（5）
☆：ユーロ参加国（17）
＿：NATO加盟のための行動計画（MAP）参加国（3）
※1　トルクメニスタンは2005年からCIS準加盟国。
※2　グルジアは、2008年8月18日にCISからの脱退を表明。2009年8月18日に正式に脱退。

〈略語解説〉
CoE（Council of Europe）：欧州評議会（47）
CIS（Commonwealth of Independent States）：独立国家共同体（12）
CSTO（Collective Security Treaty Organization）：集団安全保障機構（7）
EEA（European Economic Area）：欧州経済領域（30）
EFTA（European Free Trade Association）：欧州自由貿易連合（4）
EU（European Union）：欧州連合（27）
NATO（North Atlantic Treaty Organization）：北大西洋条約機構（28）
OSCE（Organization for Security and Co-operation in Europe）：欧州安全保障協力機構（56）

CSTO（7）

●協力のためのパートナー
 韓国 タイ モンゴル
 日本  アフガニスタン　オーストラリア コソボ

2011年3月時点
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